
�愛媛県告示第１４４５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関が、名称を次のように変更した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１４４６号

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定

した医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広
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医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

かめおか内科 亀 岡 博 大洲市東大洲９８７番地１ 平成２２年
１２月１日

宇 都 宮 病 院 医療法人福寿会 八幡浜市１５３６番地１１８ 平成２２年
１１月１日

双 岩 薬 局 南予調剤株式会
社

八幡浜市若山４－２０５－
１

平成２２年
１２月１日

ハロー薬局東大
洲店

有限会社ハロー
薬局 大洲市東大洲９８７番地２ 平成２２年

１２月１日

グリーンハート
薬局

有限会社大洲調
剤 大洲市東大洲１５７番地２ 平成２２年

１２月１日

さ つ き 薬 局 有限会社メディ
カルスタイル

南宇和郡愛南町御荘平城
３５６６番地

平成２２年
１１月１日

公営企業管理規程

○ 愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程……９９２

正 誤

○ 平成２２年１１月３０日付け第２２２３号外１別記（政治団体の収支報告書

の要旨の公表）中…………………………………………………………９９３

告 示

医 療 機 関 の 名 称 開 設 者 の 氏 名

又 は 名 称
所 在 地 変 更 年 月 日

旧 新

寺田歯科医院 いわむら歯科医院 岩 村 浩 年 宇和島市堀端町１－２９ 平成２２年１０月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

芳我外科医院 芳 我 資 生 喜多郡内子町内子１７２１ 平成２２年
８月３１日

二宮歯科クリ
ニック 二 宮 淳 大洲市長浜甲６８ 平成２２年

９月３０日

毎週（火・金）曜日発行 第２２３１号 平成２２年１２月２８日

平成２２年１２月２８日火曜日 第２２３１号

��������������
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�愛媛県告示第１４４７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４４９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

辞 退

年 月 日

唐子歯科医院 安 藤 貴代士 今治市東村南一丁目１０－
１６

平成２２年
１２月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社せいどう 八幡浜市３８４番地 ソフィー薬局 八幡浜市３８４番地 平成２２年７月１日

株式会社ステージアップ 八幡浜市保内町須川５１０番地 優瑠里デイサービス 八幡浜市保内町喜木１－１６６
－１ 平成２２年１０月１日

株式会社ステージアップ 八幡浜市保内町須川５１０番地 グループホーム優瑠里 八幡浜市保内町喜木１－１６６
－１ 平成２２年１０月１日

医療法人胃腸科内科松村クリ
ニック 新居浜市中筋町二丁目１－１ 訪問介護ステーションすみの 新居浜市中筋町二丁目１－６ 平成２２年１１月９日

ＮＰＯ法人西条 西条市河原津甲５０３番地１ あゆみ 西条市河原津甲５０３番地１ 平成２２年１２月１日

有限会社ケアヴィレッジ 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１５
番地 デイホームよしふじ 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１６・

１０１９番地 平成２２年１１月１０日

有限会社ケアヴィレッジ 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１５
番地 デイホームよしふじ庵 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１５

番地 平成２２年１１月１０日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人胃腸科内科松村クリ
ニック 新居浜市中筋町二丁目１－１ 居宅介護支援事業所すみの 新居浜市中筋町二丁目１－６ 平成２２年１１月９日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社せいどう 八幡浜市３８４番地 ソフィー薬局 八幡浜市３８４番地 平成２２年７月１日
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愛 媛 県 報平成２２年１２月２８日 第２２３１号
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�愛媛県告示第１４５１号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 井 元 弘

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２３年２月２０日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

５，０００円

��������������
�愛媛県告示第１４５２号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 井 元 弘

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２３年２月２０日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

４，５００円

株式会社ステージアップ 八幡浜市保内町須川５１０番地 優瑠里デイサービス 八幡浜市保内町喜木１－１６６
－１ 平成２２年１０月１日

株式会社ステージアップ 八幡浜市保内町須川５１０番地 グループホーム優瑠里 八幡浜市保内町喜木１－１６６
－１ 平成２２年１０月１日

医療法人胃腸科内科松村クリ
ニック 新居浜市中筋町二丁目１－１ 訪問介護ステーションすみの 新居浜市中筋町二丁目１－６ 平成２２年１１月９日

ＮＰＯ法人西条 西条市河原津甲５０３番地１ あゆみ 西条市河原津甲５０３番地１ 平成２２年１２月１日

有限会社ケアヴィレッジ 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１５
番地 デイホームよしふじ 北宇和郡鬼北町大字東仲１０１６・

１０１９番地 平成２２年１１月１０日
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�愛媛県告示第１４５３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール新居浜 新居浜市前田町８番
８号

大規模小売店舗において小売
業を行う者

イオンリテール株式
会社ほか５２者

イオンリテール株式
会社ほか６４者

平成２２年
１１月２６日
ほか

平成２２年
１２月１６日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

��������������
�愛媛県告示第１４５４号
加入区の設定（特定養殖共済）（平成３年１月愛媛県告示第１１０号）の一部を次のように改正し、平成２３年１月１日から施行する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

わかめ養殖業

加入区の名称 区 域

省略

野忽那加入区 中島漁業協同組合の地区のうち、旧野忽那漁

業協同組合の地区

睦月加入区 中島漁業協同組合の地区のうち、旧睦月漁業

協同組合の地区

省略

�������
�愛媛県告示第１４５５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西条都市計画道路の変更に

係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

わかめ養殖業

加入区の名称 区 域

省略

野忽那加入区 野忽那漁業協同組合

の地区

睦月加入区 睦月漁業協同組合

の地区

省略

改 正 後 改 正 前

愛 媛 県 報平成２２年１２月２８日 第２２３１号

９７９



�愛媛県告示第１４５６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第９２７２号 平成１８年
１１月１４日 （株）サンワ 村上 良治 今治市伯方町木浦甲３４５８

－５
平成２２年
１１月１日

建築工事業
大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１７）第１４６９５号 平成１８年
１月１８日 燦久建設（有） 秋山 久利 今治市町谷甲６３２－４ 平成２２年

１１月５日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
管工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２２）第５５９８号 平成２２年
１０月４日 近藤建築 近藤禎五郎 新居浜市河内町１１－４４ 平成２２年

１１月１１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１７）第５７２７号 平成１７年
１１月１日 藤田商会 藤田 巧 四国中央市金生町下分６９９

－８
平成２２年
１１月１７日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１２３１６号 平成１８年
７月２８日 ㈱内海リース 信藤 由樹 四国中央市妻鳥町１１６０ 平成２２年

１１月２４日
土木工事業
とび・土工工事業
ほ装工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１３６２３号 平成１９年
１月１３日 ㈲笠松電気水道工業所 瀬野 好和 今治市朝倉下甲５８０－５ 平成２２年

１１月２５日
電気工事業
管工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市東村三丁目甲４６６番４から

同市東村三丁目甲４６９番３まで
平成２２年１２月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 弓削島循環線
越智郡上島町弓削太田５８番２から

同町弓削下弓削８３９番１まで
平成２２年１２月２８日
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�愛媛県告示第１４６０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２２年１２月２８日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２２年１２月１７日

３ 指定道路の位置

伊予市米湊字西窪１１０１番１及び１１０３番

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２５．７２メートル

� 幅員 ４．００メートル

�愛媛県人事委員会規則７－１１０５
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年１２月２８日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別表第３３（第２２条関係）

昇 格 時 号 給 対 応 表

１～５ 省略

６ 医療職給料表�昇格時号給対応表

昇格した日

の前日に受

けていた号

給

昇格後の号給

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

１～９３ 省略

９４ ７３ 省略

９５ ７４ 省略

９６ ７４ 省略

９７ ７５ 省略

９８ ７５ 省略

９９ ７６ 省略

１００ ７６ 省略

１０１ ７７ 省略

１０２ ７８ 省略

１０３ ７９ 省略

１０４～１０７ 省略

１０８ ８１ 省略

１０９・１１０ 省略

１１１ ８２ 省略

別表第３３（第２２条関係）

昇 格 時 号 給 対 応 表

１～５ 省略

６ 医療職給料表�昇格時号給対応表

昇格した日

の前日に受

けていた号

給

昇格後の号給

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

１～９３ 省略

９４ ７４ 省略

９５ ７５ 省略

９６ ７６ 省略

９７ ７７ 省略

９８ ７７ 省略

９９ ７８ 省略

１００ ７８ 省略

１０１ ７９ 省略

１０２ ７９ 省略

１０３ ８０ 省略

１０４～１０７ 省略

１０８ ８２ 省略

１０９・１１０ 省略

１１１ ８３ 省略

改 正 後 改 正 前

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２２中局建（開）第４６号

平成２２年１２月１７日
伊予市八倉字筋違７８６番

松山市福角町甲１６９０番地

乗 松 健 二

人事委員会規則
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１１２ ８２ 省略

１１３ 省略

１１４ ８３ 省略

１１５ ８３ 省略

１１６ ８３ 省略

１１７ ８４ 省略

１１８ ８４ 省略

１１９ ８４ 省略

１２０ ８４ 省略

１２１ ８５ 省略

１２２ ８５ 省略

１２３ ８５ 省略

１２４ 省略

１２５ ８６ 省略

１２６ ８６ 省略

１２７・１２８ 省略

１２９ ８７ 省略

１３０～１６９ 省略

７～８ 省略

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の日から平成２３年３月３１日までの間において、新たに給料表の適用を受けることとなった職員及び降格、昇給又は復職

時等における号給の調整以外の事由によりその受ける号給に異動のあった職員（個別に人事委員会の承認を得て号給を決定することとさ

れている職員を除く。）の当該適用又は異動の日における号給については、なお従前の例によることができる。

�愛媛県人事委員会規則７－１１０６
管理職手当に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２２年１２月２８日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

管理職手当に関する規則等の一部を改正する規則

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第１条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

２ 当分の間、職員の給与に関する条例附則第１５項の表の給料表欄

に掲げる給料表の適用を受ける職員（再任用職員を除く。）のう

ち、その職務の級が同項の表の職務の級欄に掲げる職務の級以上

である者（以下「特定職員」という。）の５５歳に達した日後にお

ける最初の４月１日（特定職員以外の者が５５歳に達した日後にお

ける最初の４月１日後に特定職員となつた場合にあつては、特定

職員となつた日）以後の管理職手当は、第３条第１項の規定にか

かわらず、同項の規定により算出した額から当該額に１００分の１

を乗じて得た額に相当する額を減じた額（その額に１円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

１１２ ８３ 省略

１１３ 省略

１１４ ８４ 省略

１１５ ８４ 省略

１１６ ８４ 省略

１１７ ８５ 省略

１１８ ８５ 省略

１１９ ８５ 省略

１２０ ８５ 省略

１２１ ８６ 省略

１２２ ８６ 省略

１２３ ８６ 省略

１２４ 省略

１２５ ８７ 省略

１２６ ８７ 省略

１２７・１２８ 省略

１２９ ８８ 省略

１３０～１６９ 省略

７～８ 省略

附 則

２ 当分の間、職員の給与に関する条例附則第１５項の規定により給

与が減ぜられて支給される職員に支給する

管理職手当は、第３条第１項の規定にか

かわらず、同項の規定により算出した額から当該額に１００分の１

を乗じて得た額に相当する額を減じた額（その額に１円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

改 正 後 改 正 前
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（教育職員の管理職手当に関する規則の一部改正）

第２条 教育職員の管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３９０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

２ 当分の間、条例附則第１３項の表の給料表欄に掲げる給料表の適

用を受ける教育職員（再任用教育職員を除く。）のうち、その職

務の級が同項の表の職務の級欄に掲げる職務の級以上である者

（以下「特定教育職員」という。）の５５歳に達した日後における

最初の４月１日（特定教育職員以外の者が５５歳に達した日後にお

ける最初の４月１日後に特定教育職員となつた場合にあつては、

特定教育職員となつた日）以後の管理職手当は、第３条第１項の

規定にかかわらず、同項の規定により算出した額から当該額に

１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額（その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

（管理職手当に関する規則及び教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則の一部改正）

第３条 管理職手当に関する規則及び教育職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則（愛媛県人事委員会規則７－１０４２）の一部

を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（経過措置）

３ 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８条

の２又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号）第１７条の３の規定により管理職手当を支給する職を占める職

員のうち、新管理職手当規則第３条又は第２条の規定による改正

後の教育職員の管理職手当に関する規則（以下「新教育職員管理

職手当規則」という。）第３条の規定による管理職手当が経過措

置基準額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児

短時間勤務の承認を受けた職員（教育職員の給与に関する条例第

２条に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）を除く。

以下この項において同じ。）又は同法第１７条の規定による短時間

勤務をすることとなった職員にあっては当該経過措置基準額に職

員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務

時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得

た数を、同法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育

児短時間勤務の承認を受けた教育職員又は同法第１７条の規定によ

る短時間勤務をすることとなった教育職員にあっては当該経過措

置基準額に教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例

（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第１１条第１項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員

等、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以

外の教育職員の勤務時間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た

額）に達しないこととなる職員には、当該管理職手当（管理職手

当に関する規則附則第２項又は教育職員の管理職手当に関する規

則附則第２項の規定が適用される職員にあっては、これらの規定

附 則

２ 当分の間、条例附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給

される教育職員に支給する

管理職手当は、第３条第１項の

規定にかかわらず、同項の規定により算出した額から当該額に

１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額（その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）とする。

附 則

（経過措置）

３ 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第１８条

の２又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号）第１７条の３の規定により管理職手当を支給する職を占める職

員のうち、新管理職手当規則第３条又は第２条の規定による改正

後の教育職員の管理職手当に関する規則（以下「新教育職員管理

職手当規則」という。）第３条の規定による管理職手当が経過措

置基準額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児

短時間勤務の承認を受けた職員（教育職員の給与に関する条例第

２条に規定する教育職員（以下「教育職員」という。）を除く。

以下この項において同じ。）又は同法第１７条の規定による短時間

勤務をすることとなった職員にあっては当該経過措置基準額に職

員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県

条例第５６号）第１１条第１項の規定により定められたその者の勤務

時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務

職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得

た数を、同法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育

児短時間勤務の承認を受けた教育職員又は同法第１７条の規定によ

る短時間勤務をすることとなった教育職員にあっては当該経過措

置基準額に教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例

（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第１１条第１項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員

等、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以

外の教育職員の勤務時間で除して得た数をそれぞれ乗じて得た

額）に達しないこととなる職員には、当該管理職手当（管理職手

当に関する規則附則第２項又は教育職員の管理職手当に関する規

則附則第２項の規定が適用される職員にあっては、これらの規定

改 正 後 改 正 前

改 正 後 改 正 前
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による管理職手当）のほか、新管理職手当規則第３条又は新教育

職員管理職手当規則第３条の規定による管理職手当と経過措置基

準額との差額に相当する額に次の各号に掲げる期間の区分に応じ

当該各号に定める割合を乗じて得た額（管理職手当に関する規則

附則第２項又は教育職員の管理職手当に関する規則附則第２項の

規定が適用される 職員にあっては、当該額から当

該額に１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額とし、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）を管理職手当として支給する。

�～� 省略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（平成２２年４月１日前に５５歳に達した職員に関する読替え）

２ 平成２２年４月１日前に５５歳に達した職員に対する第１条の規定による改正後の管理職手当に関する規則附則第２項の規定の適用につい

ては、同項中「５５歳に達した日後における最初の４月１日（」とあるのは「管理職手当に関する規則等の一部を改正する規則（愛媛県人

事委員会規則７－１１０６）の施行の日（」と、「５５歳に達した日後における最初の４月１日後」とあるのは「同日後」とする。

（平成２２年４月１日前に５５歳に達した教育職員に関する読替え）

３ 平成２２年４月１日前に５５歳に達した教育職員に対する第２条の規定による改正後の教育職員の管理職手当に関する規則附則第２項の規

定の適用については、同項中「５５歳に達した日後における最初の４月１日（」とあるのは「管理職手当に関する規則等の一部を改正する

規則（愛媛県人事委員会規則７－１１０６）の施行の日（」と、「５５歳に達した日後における最初の４月１日後」とあるのは「同日後」とす

る。

�愛媛県人事委員会規則７－１１０７
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成２２年１２月２８日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項から第９項までの規定による給料に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－

１０２７）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（平成１７年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職員）

第３条 平成１７年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

�～� 省略

による管理職手当）のほか、当該理職手当規則第３条又は新教育

職員管理職手当規則第３条の規定による管理職手当と経過措置基

準額との差額に相当する額に次の各号に掲げる期間の区分に応じ

当該各号に定める割合を乗じて得た額（職員の給与に関する条例

附則第１５項又は教育職員の給与に関する条例附則第１３項の規定に

より給与が減ぜられて支給される職員にあっては、当該額から当

該額に１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額とし、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）を管理職手当として支給する。

�～� 省略

（定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

�～� 省略

� 再任用職員異動 法第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項

の規定により採用された職員について行う職員勤務時間等条例

第１１条第１項の規定又は教育職員勤務時間等条例第１１条第１項

の規定により定められた１週間当たりの勤務時間が異なる他の

職への異動をいう。

� 省略

� 省略

（平成１７年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職員）

第３条 平成１７年改正条例附則第７項の人事委員会規則で定める職

員は、次に掲げる職員とする。

�～� 省略

� 切替日以降に再任用職員異動をした職員

改 正 後 改 正 前

��������������
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� 省略

� 省略

（平成１７年改正条例附則第８項の規定による給料の支給）

第４条 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう

ち、切替日以降に次の各号に掲げる場合に該当することとなった

職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当することとなっ

た職員（人事委員会の定めるこれに準ずる職員を含む。次項にお

いて「特定職員」という。）を除く。）であって、その者の受け

る給料月額が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（切替日

以降に第１号から第４号までに掲げる場合に該当することとなっ

た職員のうち、平成２１年改正条例の施行の日において減額改定対

象職員である者（同日の翌日以降に第１号に掲げる場合に該当す

ることとなった職員であって、切替日の前日に給料表の適用を異

にする異動又は初任給基準異動があったものとした場合に平成２１

年改正条例の施行の日において減額改定対象職員以外の職員であ

る者となることとなるものを除く。）及び同日の翌日以降に第１

号に掲げる場合に該当することとなった職員であって、切替日の

前日に給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動があった

ものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定

対象職員である者となることとなるもの（同日において減額改定

対象職員である者を除く。）にあっては当該各号に定める額に

１００分の９９．６５を乗じて得た額とし、同日において減額改定対象職

員以外の職員（医療職給料表�又は一般職の任期付研究員の採用

等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号）第５条第２項に規

定する給料表の適用を受ける職員（以下「医療職給料表�等適用

職員」という。）を除く。以下 同じ。）である者

（同日の翌日以降に第１号に掲げる場合に該当することとなった

職員であって、切替日の前日に給料表の適用を異にする異動又は

初任給基準異動があったものとした場合に平成２１年改正条例の施

行の日において減額改定対象職員である者又は医療職給料表�等

適用職員である者となることとなるものを除く。）及び同日の翌

日以降に第１号に掲げる場合に該当することとなった職員であっ

て、切替日の前日に給料表の適用を異にする異動又は初任給基準

異動があったものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日にお

いて減額改定対象職員以外の職員である者となることとなるもの

（同日において減額改定対象職員以外の職員である者を除く。）

にあっては当該各号に定める額に１００分の９９．８３を乗じて得た額と

し、それらの額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨

てた額とする。第３項において同じ。）に達しないこととなるも

のには、その差額に相当する額（職員の給与に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）附則第

１５項又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号。以下「教育職員給与条例」という。）附則第１３項の規定によ

り給与が減ぜられて支給される職員にあっては、当該額に１００分

の９９を乗じて得た額）を、平成１７年改正条例附則第８項の規定に

よる給料として支給する。

� 給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動をした場合

（第５号に掲げる場合を除く。） 切替日の前日に当該異動が

あったものとした場合（切替日以降にこれらの異動が２回以上

あった場合にあっては、切替日の前日にそれらの異動が順次あ

ったものとした場合）に改正前の初任給規則第２４条及び第２５条

の規定の例により同日において受けることとなる給料月額に相

当する額

� 省略

� 省略

（平成１７年改正条例附則第８項の規定による給料の支給）

第４条 切替日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員のう

ち、切替日以降に次の各号に掲げる場合に該当することとなった

職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当することとなっ

た職員（人事委員会の定めるこれに準ずる職員を含む。次項にお

いて「特定職員」という。）を除く。）であって、その者の受け

る給料月額が当該各号の区分に応じ当該各号に定める額（切替日

以降に第１号から第５号までに掲げる場合に該当することとなっ

た職員のうち、平成２１年改正条例の施行の日において減額改定対

象職員である者（同日の翌日以降に第１号に掲げる場合に該当す

ることとなった職員であって、切替日の前日に給料表の適用を異

にする異動又は初任給異動 があったものとした場合に平成２１

年改正条例の施行の日において減額改定対象職員以外の職員であ

る者となることとなるものを除く。）及び同日の翌日以降に第１

号に掲げる場合に該当することとなった職員であって、切替日の

前日に給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動があった

ものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定

対象職員である者となることとなるものを含む。）

にあっては当該各号に定める額に

１００分の９９．６５を乗じて得た額とし、同日において減額改定対象職

員以外の職員（医療職給料表�又は一般職の任期付研究員の採用

等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号）第５条第２項に規

定する給料表の適用を受ける職員（以下「医療職給料表�等適用

職員」という。）を除く。次条第１項において同じ。）である者

（同日の翌日以降に第１号に掲げる場合に該当することとなった

職員であって、切替日の前日に給料表の適用を異にする異動又は

初任給基準異動があったものとした場合に平成２１年改正条例の施

行の日において減額改定対象職員である者又は医療職給料表�等

適用職員である者となることとなるものを除く。）及び同日の翌

日以降に第１号に掲げる場合に該当することとなった職員であっ

て、切替日の前日に給料表の適用を異にする異動又は初任給基準

異動があったものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日にお

いて減額改定対象職員以外の職員である者となることとなるもの

（同日において減額改定対象職員以外の職員である者を除く。）

にあっては当該各号に定める額に１００分の９９．８３を乗じて得た額と

し、その 額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨

てた額とする。第３項において同じ。）に達しないこととなるも

のには、その差額に相当する額（職員の給与に関する条例（昭和

２６年愛媛県条例第５７号。以下「職員給与条例」という。）附則第

１５項又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０

号。以下「教育職員給与条例」という。）附則第１３項の規定によ

り給与が減ぜられて支給される職員にあっては、当該額に１００分

の９９を乗じて得た額）を、平成１７年改正条例附則第８項の規定に

よる給料として支給する。

� 給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動をした場合

（第６号に掲げる場合を除く。） 切替日の前日に当該異動が

あったものとした場合（切替日以降にこれらの異動が２回以上

あった場合にあっては、切替日の前日にそれらの異動が順次あ

ったものとした場合）に改正前の初任給規則第２４条及び第２５条

の規定の例により同日において受けることとなる給料月額に相

当する額

愛 媛 県 報平成２２年１２月２８日 第２２３１号
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� 基準級より下位の職務の級に降格をした場合（第５号に掲げ

る場合を除く。） 切替日の前日において当該降格後の職務の

級（当該職務の級が平成１７年改正条例附則別表第１の新級欄に

掲げられているものである場合にあっては、当該職務の級に対

応する同表の旧級欄に掲げる職務の級（同欄に２の職務の級が

掲げられているときは、そのうち上位の職務の級））に降格を

したものとした場合（切替日以降に基準級より下位の職務の級

への降格を２回以上した場合にあっては、切替日の前日にそれ

らの降格を順次したものとした場合）に、改正前の初任給規則

第２３条の規定の例により同日において受けることとなる給料月

額に相当する額

� 切替日前における休職等期間を含む期間に係る復職時調整を

された場合（第５号に掲げる場合を除く。） 切替日の前日に

復職時調整をされたものとした場合に改正前の初任給規則第３６

条の２、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

（平成１８年愛媛県条例第５号）による改正前の職員の育児休業

等に関する条例第６条又は平成１７年改正条例第７条の規定によ

る改正前の公益法人等への職員の派遣等に関する条例第６条若

しくは第１６条の規定の例により同日において受けることとなる

給料月額に相当する額

� 省略

� 省略

２・３ 省略

（平成１７年改正条例附則第９項の規定による給料の支給）

第５条 人事交流等職員（当該人事交流等職員となった日以降に前

条第１項各号に掲げる場合に該当することとなった職員を除

く。）であって、その者の受ける給料月額がその者が切替日の前

日に人事交流等職員となったものとした場合に同日において受け

ることとなる給料月額に相当する額（人事委員会の定める職員に

あってはあらかじめ人事委員会の承認を得て定める額とし、当該

職員以外の職員のうち、平成２１年改正条例の施行の日において減

額改定対象職員である者及び同日の翌日以降に人事交流等職員と

なった職員のうち切替日の前日に人事交流等職員となったものと

した場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定対象職

員である者となることとなるものにあっては当該給料月額に相当

する額に１００分の９９．６５を乗じて得た額とし、同日において減額改

定対象職員以外の職員である者及び同日の翌日以降に人事交流等

職員となった職員のうち切替日の前日に人事交流等職員となった

ものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定

対象職員以外の職員である者となることとなるものにあっては当

� 基準級より下位の職務の級に降格をした場合（第６号に掲げ

る場合を除く。） 切替日の前日において当該降格後の職務の

級（当該職務の級が平成１７年改正条例附則別表第１の新級欄に

掲げられているものである場合にあっては、当該職務の級に対

応する同表の旧級欄に掲げる職務の級（同欄に２の職務の級が

掲げられているときは、そのうち上位の職務の級））に降格を

したものとした場合（切替日以降に基準級より下位の職務の級

への降格を２回以上した場合にあっては、切替日の前日にそれ

らの降格を順次したものとした場合）に、改正前の初任給規則

第２３条の規定の例により同日において受けることとなる給料月

額に相当する額

� 切替日前における休職等期間を含む期間に係る復職時調整を

された場合（第６号に掲げる場合を除く。） 切替日の前日に

復職時調整をされたものとした場合に改正前の初任給規則第３６

条の２、職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

（平成１８年愛媛県条例第５号）による改正前の職員の育児休業

等に関する条例第６条又は平成１７年改正条例第７条の規定によ

る改正前の公益法人等への職員の派遣等に関する条例第６条若

しくは第１６条の規定の例により同日において受けることとなる

給料月額に相当する額

� 省略

� 再任用職員異動をした場合 平成１７年改正条例第１条の規定

による改正前の職員給与条例別表第１から別表第５までの給料

表の再任用職員の欄に掲げる給料月額又は平成１７年改正条例第

２条の規定による改正前の教育職員給与条例別表第１及び別表

第２の給料表の再任用教育職員の欄に掲げる給料月額のうち、

切替日の前日にその者が属していた職務の級に応じた額（当該

再任用職員異動後に法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員については、当該額に、職員勤務時間等条例

第１１条第１項の規定又は教育職員勤務時間等条例第１１条第１項

の規定により定められたその者の当該再任用職員異動後におけ

る勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た額（その

額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額））

� 省略

２・３ 省略

（平成１７年改正条例附則第９項の規定による給料の支給）

第５条 人事交流等職員（当該人事交流等職員となった日以降に前

条第１項各号に掲げる場合に該当することとなった職員を除

く。）であって、その者の受ける給料月額がその者が切替日の前

日に人事交流等職員となったものとした場合に同日において受け

ることとなる給料月額に相当する額（人事委員会の定める職員に

あってはあらかじめ人事委員会の承認を得て定める額とし、当該

職員以外の職員のうち、平成２１年改正条例の施行の日において減

額改定対象職員である者及び同日の翌日以降に人事交流等職員と

なった職員のうち切替日の前日に人事交流等職員となったものと

した場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定対象職

員である者となることとなるものにあっては当該給料月額に相当

する額に１００分の９９．６５を乗じて得た額とし、同日において減額改

定対象職員以外の職員である者及び同日の翌日以降に人事交流等

職員となった職員のうち切替日の前日に人事交流等職員となった

ものとした場合に平成２１年改正条例の施行の日において減額改定

対象職員以外の職員である者となることとなるものにあっては当
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該給料月額に相当する額に１００分の９９．８３を乗じて得た額とし、そ

れらの額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額

とする。第３項において同じ。）に達しないこととなるものに

は、その差額に相当する額（職員給与条例附則第１５項又は教育職

員給与条例附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給される

職員にあっては、当該額に１００分の９９を乗じて得た額）を、平成

１７年改正条例附則第９項の規定による給料として支給する。

２・３ 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０５号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９９条第１項の規定による解職

の請求の要件となるべき選挙権を有する者の数は、次のとおりであ

る。

平成２２年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 選挙権を有する者の総数 １４，９９２

２ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数 ４，９９８

�愛媛県選挙管理委員会告示第１０６号

平成２２年７月１１日執行の参議院選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２２年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成２２年７月１１日執行 参議院選挙区選出議員選挙（愛媛県選挙区）

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額） ３９，３２６，４００円

３ 報告書の要旨

該給料月額に相当する額に１００分の９９．８３を乗じて得た額とし、そ

の 額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額

とする。第３項において同じ。）に達しないこととなるものに

は、その差額に相当する額（職員給与条例附則第１５項又は教育職

員給与条例附則第１３項の規定により給与が減ぜられて支給される

職員にあっては、当該額に１００分の９９を乗じて得た額）を、平成

１７年改正条例附則第９項の規定による給料として支給する。

２・３ 省略

選挙管理委員会告示

候 補 者 氏 名 岡 平 知 子 所 属 党 派 民 主 党
平成２２年６月２１日から

期 間 第１回分
平成２２年７月２３日まで

出納責任者氏名 大 政 文 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，９５３，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ４６，７００ （ ０ ）

民主党 ５，０００，０００円 選挙事務所費 ４６，７００ （ ０ ）

岡平知子を応援する会 １２，０００，０００ 集合会場費 ０ （ ０ ）

民主党愛媛県参議院選挙区第二総支部 ４６，７００ 通信費 ８２，１５６ （ ０ ）

交通費 ２０７，２９２ （ ０ ）

印刷費 ４，６５７，３４３ （ ０ ）

広告費 ３，７３７，７０６ （ ０ ）

文具費 ５７，３５４ （ ０ ）

食糧費 ６４２，６６７ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ４０３，５８０ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ８６１，７２６ （ ０ ）

今 回 計 １７，０４６，７００ 今 回 計 １２，６４９，５２４ （ ０ ）

総 計 １７，０４６，７００ 総 計 １２，６４９，５２４ （ ０ ）

��������������
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項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ３１１，１００円

ビラの作成 ７４９，４００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ６２７，９００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，２５０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 １９９，５００円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １８３，７５０円

計 ２，３９１，９００円

報告書受理年 月 日 平成２２年 ７ 月２６日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 郡 昭 浩 所 属 党 派 無 所 属 平成２２年６月１日から
期 間 第１回分

平成２２年７月８日まで出納責任者氏名 郡 昭 浩

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ０ （ ０ ）

０円 選挙事務所費 ０ （ ０ ）

集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 １５，４００ （ ０ ）

広告費 ９，６６３ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 食糧費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ３，０００，０００ 雑 費 ０ （ ０ ）

今 回 計 ３，０００，０００ 今 回 計 ２５，０６３ （ ０ ）

総 計 ３，０００，０００ 総 計 ２５，０６３ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円
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計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２２年 ７ 月２６日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 田 中 克 彦 所 属 党 派 日 本 共 産 党 平成２２年６月１０日から
期 間 第１回分

平成２２年７月１０日まで出納責任者氏名 中 尾 暁 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ２４０，０００ （ ０ ）

日本共産党東予地区委員会 ９０，０００円 選挙事務所費 ２４０，０００ （ ０ ）

日本共産党愛媛県委員会 ２，４３１，３４５ 集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ４，４７０ （ ０ ）

印刷費 ６８５，２７０ （ ０ ）

広告費 １３８，０７５ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

食糧費 １５，３７０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ８８，８０２ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ０ （ ０ ）

今 回 計 ２，５２１，３４５ 今 回 計 １，１７１，９８７ （ ０ ）

総 計 ２，５２１，３４５ 総 計 １，１７１，９８７ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２２年 ７ 月２６日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 山 本 順 三 所 属 党 派 自 由 民 主 党 平成２２年３月１９日から １
期 間 第２回分

３
平成２２年１２月１７日まで ４出納責任者氏名 柴 田 泰 彦
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�愛媛県選挙管理委員会告示第１０７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１２条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書について、民主党愛媛県第３区総支

部から訂正の報告があったので、同法第２０条第１項の規定に基づき、政治団体の収支報告書の要旨の公表（平成２２年１１月愛媛県選挙管理委

員会告示第９６号）別記の一部を次のとおり訂正する。

平成２２年１２月２８日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政治団体の収支報告書の要旨

第１２条関係

平成２１年分

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ４，３１７，６１７円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １，１７０，１０５ （ ０ ）

自由民主党愛媛県参議院選挙区第三支部 １５，０００，０００円 選挙事務所費 ５４２，５７０ （ ０ ）

愛媛県獣医師政治連盟 ３０，０００ 集合会場費 ６２７，５３５ （ ０ ）

愛媛県社会保険労務士政治連盟 ３００，０００ 通信費 ６０，８６１ （ ０ ）

全国たばこ耕作者政治連盟 ２００，０００ 交通費 ５３１，６８５ （ ０ ）

全国たばこ耕作者政治連盟四国支部 ５０，０００ 印刷費 ２，４３８，４５０ （ ０ ）

全国配置家庭薬政治連盟 １００，０００ 広告費 １，８６２，９６０ （ ０ ）

佐 伯 正 孝 会社役員 ２００，０００ 文具費 ２１，８８４ （ ０ ）

越 智 公 政 自営業 １７０，０００ 食糧費 ７２０，９３１ （ ０ ）

越 智 誠 文 自営業 １７０，０００ 休泊費 ４２５，３３４ （ ０ ）

越 智 道 人 自営業 １７０，０００ 雑 費 ６４８，２１２ （ ０ ）

富 田 雄 二 自営業 １７０，０００

中 村 謙 成 自営業 １７０，０００

その他の寄附 ０件 ０

その他の収入 ０

今 回 計 １６，７３０，０００ 今 回 計 １２，１９８，０３９ （ ０ ）

総 計 １６，７３０，０００ 総 計 １２，１９８，０３９ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ３１１，１００円

ビラの作成 ８２０，０００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，３００，０００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，３２８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ３，１４６，７２５円

報告書受理年 月 日

７ ２６ １

平成２２年 ８ 月１６日 第 ２ 回 報 告 分

９ １４ ３

１２ ２０ ４

��������������
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政党支部

（訂正後）

政治団体の名称 民主党愛媛県第３区総支部

国会議員関係政治団体の区分 法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

公職の候補者の氏名 白石 洋一

公職の候補者に係る公職の種類 衆議院議員

報告年月日 Ｈ２２．３．８

１ 収 入 総 額 ３３，９６２，２９６ 円

前年繰越額 ３，１１７，６６３ 円

本年収入額 ３０，８４４，６３３ 円

２ 支 出 総 額 ３２，１７４，２０４ 円

３ 翌 年 繰 越 額 １，７８８，０９２ 円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４４７人） ５６４，０００ 円

寄附 ３，７４５，０００ 円

団体分 １，４９５，０００ 円

政治団体分 ２，２５０，０００ 円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２２，７００，０００ 円

民主党本部 ２２，０００，０００ 円

民主党愛媛県総支部連合会 ７００，０００ 円

その他の収入 ３，８３５，６３３ 円

白石洋一後援会宣伝広告費負担 ２，０００，０００ 円

白石洋一後援会事務所電話代負担 １４０，３４０ 円

白石洋一後援会人件費負担 １，２００，０００ 円

１件１０万円未満のもの ４９５，２９３ 円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（団体分）

弁護士法人伊予 １，４４０，０００ 円 大 洲 市

年間５万円以下のもの ５５，０００ 円

（政治団体分）

白石洋一後援会 ２，２００，０００ 円

年間５万円以下のもの ５０，０００ 円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２１，７４９，８５１ 円

人件費 １０，８９１，４４９ 円

光熱水費 ５０５，４８２ 円

備品・消耗品費 ４，６０３，４１６ 円

事務所費 ５，７４９，５０４ 円

政治活動費 １０，４２４，３５３ 円

組織活動費 １，４０５，９８６ 円

選挙関係費 ８３４，２４６ 円

機関紙誌の発行その他の事業費 ８，１６６，１３１ 円

宣伝事業費 ８，１６６，１３１ 円

調査研究費 １７，９９０ 円

（訂正前）

政治団体の名称 民主党愛媛県第３区総支部

国会議員関係政治団体の区分 法第１９条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

公職の候補者の氏名 白石 洋一

公職の候補者に係る公職の種類 衆議院議員

報告年月日 Ｈ２２．３．８

１ 収 入 総 額 ３３，９６２，２９６ 円

前年繰越額 ３，１１７，６６３ 円
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本年収入額 ３０，８４４，６３３ 円

２ 支 出 総 額 ３２，１９８，９８４ 円

３ 翌 年 繰 越 額 １，７６３，３１２ 円

４ 本年収入の内訳

個人の党費・会費（４４７人） ５６４，０００ 円

寄附 ３，７４５，０００ 円

団体分 １，４９５，０００ 円

政治団体分 ２，２５０，０００ 円

本部又は支部から供与された交付金に係る収入 ２２，７００，０００ 円

民主党本部 ２２，０００，０００ 円

民主党愛媛県総支部連合会 ７００，０００ 円

その他の収入 ３，８３５，６３３ 円

白石洋一後援会宣伝広告費負担 ２，０００，０００ 円

白石洋一後援会事務所電話代負担 １４０，３４０ 円

白石洋一後援会人件費負担 １，２００，０００ 円

１件１０万円未満のもの ４９５，２９３ 円

５ 寄 附 の 内 訳

（寄附者） （金 額） （住所・所在地）

（団体分）

弁護士法人伊予 １，４４０，０００ 円 大 洲 市

年間５万円以下のもの ５５，０００ 円

（政治団体分）

白石洋一後援会 ２，２００，０００ 円

年間５万円以下のもの ５０，０００ 円

６ 支 出 の 内 訳

経常経費 ２１，７７４，６３１ 円

人件費 １０，８９１，４４９ 円

光熱水費 ５０５，４８２ 円

備品・消耗品費 ４，６０３，４１６ 円

事務所費 ５，７７４，２８４ 円

政治活動費 １０，４２４，３５３ 円

組織活動費 １，４０５，９８６ 円

選挙関係費 ８３４，２４６ 円

機関紙誌の発行その他の事業費 ８，１６６，１３１ 円

宣伝事業費 ８，１６６，１３１ 円

調査研究費 １７，９９０ 円

�愛媛県公営企業管理規程第１０号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２２年１２月２８日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

公営企業管理規程

改 正 後 改 正 前

附 則

（管理職手当の特例）

４ 当分の間、次の表の給料表欄に掲げる給料表の適用を受ける職

員（再任用職員を除く。）のうち、その職務の級が次の表の職務

附 則

（管理職手当の特例）

４ 当分の間、第９条の規定によりその例によることとされる職員

に適用される一般職給与条例附則第１５項の規定により給与が減ぜ
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の級欄に掲げる職務の級以上である者（以下「特定職員」とい

う。）の５５歳に達した日後における最初の４月１日（特定職員以

外の者が５５歳に達した日後における最初の４月１日後に特定職員

となつた場合にあつては、特定職員となつた日）以後の管理職手

当は、第５条第２項の規定にかかわらず、同項の規定による額か

ら当該額に１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額

（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。

られて支給される職員

の管理職手

当は、第５条第２項の規定にかかわらず、同項の規定による額か

ら当該額に１００分の１を乗じて得た額に相当する額を減じた額

（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）とする。

給料表 職務の級

行政職給料表 ６級

医療職給料表� ６級

医療職給料表� ６級

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 平成２２年４月１日前に５５歳に達した職員に対する改正後の愛媛県企業職員の給与に関する規程附則第４項の規定の適用については、同

項中「５５歳に達した日後における最初の４月１日（」とあるのは「愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理規程（平成

２２年愛媛県公営企業管理規程第１０号）の施行の日（」と、「５５歳に達した日後における最初の４月１日後」とあるのは「同日後」とする。

�正 誤

平成２２年１１月３０日付け第２２２３号外１別記（政治団体の収支報告

書の要旨の公表）中

正 誤

ページ 箇 所 誤 正

２ 左段
上から３８行目 ５４８，５００円 ３４０，５００円

２
左段
上から３９行目
（追加）

桝田和美 ２０８，０００円
西宇和郡伊方町

平成２２年１２月２８日 発行
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